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研究成果の概要（英文）：This project aimed at teasing apart the hypothesis that only syllables are 
perceptually real (the "Syllables Only" Hypothesis) on the on hand, vs. the hypothesis that both 
phonemes and syllables are psychologically real units perceived in parallel (the "Parallel 
Perception of Phonemes and Syllables" Hypothesis) on the other. 
The experiment had to be continued until the end of the grant period, which,  together with various 
other problems, has so far prevented the completion of the final statistical analyses. However, 
according to a preliminary analysis, the obtained data do suggest that the "Parallel Perception of 
Phonemes and Syllables" Hypothesis is superior to the "Syllables Only" Hypothesis. The validity of 














様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 








   「音素の次に音節」仮説：  
音声信号 → 音素知覚 → 音素配列制約による音節構築 
 




   「音節のみ」仮説：  
音声信号 → 音素配列制約に適った音節の知覚 
 
Massaro & Cohen (1983) などの一連の実験結果は、どちらでも解釈可能である。 








る時に、調音結合の影響が見られるはずである。Dupoux et al. (2011) の実験結果は、後
者の予測を支持するものであった。 
しかし、この実験結果は、実は「音節のみ」仮説の正しさを確立するものではない。第
１の問題点は、前提Ａが成り立たない刺激をも Dupoux et al. が用いてしまったことであ
る。前提Ａなしでは、彼らの実験結果は「音素の次に音節」説でも解釈できてしまう。し
かし、この問題点は、既に Ishikawa (2014) で解決した。すなわち、前提Ａが成り立つ刺







のようなモデルでも、Dupoux et al. (2011) の実験結果および（前提Ａが成り立つ刺激の
みを用いた）Ishikawa (2014) によるその再現は解釈可能であることを、Ishikawa (2014) 
は指摘した。 
 
                        音素 
  「音素と音節が同時」仮説： 音声入力      













al. (1993) のフランス語・スペイン語の実験の手法を応用して比較検討した。 
Pallier et al. は、先行刺激の呈示により音節中の特定の場所に被験者が注意を集中する
ようにした上で、本番刺激を呈示し、音素の検出を求めた。その結果、先行刺激での注意
の場所の操作が本文刺激からの音素検出に影響することを見出した。しかし残念ながら、
Pallier et al. の実験では、先行刺激における「注意が集中する箇所」は、「第１音節の coda」
または「第２音節の onset」であった。そのため、Pallier et al. の結果は、「音節中のど
の場所 (coda または onset) に事前に注意がひきつけられたか」でなく「第１音節と第２
音節のどちらに事前に注意がひきつけられたか」による影響として解釈できてしまう。つ
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